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急速に発展する漁業のグローバル化と問題
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感染症における野生動物・生態系への影響

ニホンウナギが自然宿主であるがヨーロッパに伝播、

ヨーロッパウナギに宿主転換が起こり、大量死を招いた。

産卵場への回遊を阻害し

ている可能性もあり、

1980年代以降の漁獲量減

少に強く関与していると

される。



SDGsの目標とマリンバイオセキュリティの重要性

SDGsのゴールを達成を目指す上で、

海洋資源の持続的な利用を脅かし、

海洋生態系に影響する外来種を防ぐためにも

マリンバイオセキュリティは重要である



水産防疫における難しさと現状

・生きた水産物の輸入を始めた歴史は浅い

→海外からの輸入による感染症の概念が水産物では定着していなかった

・家畜伝染病予防法には水産物は載っていない他、植物や家畜ほど

規制が厳しくない

水生動物の感染症の特

徴

グローバル化に対応し、持続的な利用や環境配慮するためにも、

マリンバイオセキュリティの意識を浸透させる必要がある

・天然集団と養殖集団
を病原体が移動し、感
染が広がる

・天然集団の感染のコ
ントロールは不可能に
近い

・天然集団に感染拡大
した場合、種の多様性
や生態系にも影響する

天然集団の存在

・宿主転換による新興
感染症が頻発

・魚類と貝類では免疫
機構が異なる

・獲得免疫機構を持た
ない生物種に対しては
ワクチンが使えない

・それぞれの生物種に
対してワクチン・治療
薬を開発するにはコス
トの面で難しい

多様な生物種の存在



マリンバイオセキュリティチームの取り組み

・実際に養殖や感染症研究などの現場を視察

・様々な業界・立場の人とクロストーク

・マリンバイオセキュリティという概念が

それぞれの業界でどの程度浸透しているか

を調べる

・養殖現場での感染症問題の現場を知る

取り組んだ内容

マリンバイオセキュリティを普及させるた

めの何らかの提案を行う

目的



養殖現場の視察の様子

・愛媛県魚病センターの視察

・株式会社マルハニチロの視察

・海南町漁協の視察

・南三陸町漁協戸倉出張所カキ部会の視察



クロストークの概要①

話を伺った方々

・農林水産省水産安全室 阿部室長

・水産科学技術研究センター 釜石病理部長

東京海洋大学 佐野教授

宮城県 熊谷研究員

水産資源保護協会 岩下業務部長

・全海水 秋元さん

・愛媛県魚病センター 川上室長

愛南町 真珠養殖関係者

・大分県 福田研究員

水産技術研究センター 上浦支所

大分県水産養殖協議会 戸高会長

日本国内の養殖現場における感染症の実態を調査



クロストークの概要②

企業養殖の取り組みについての調査

・ニッスイ大分海洋研究センター

・マルハニチロAQUA アクア事業所

認証制度の取り組みについての調査

・MEL 冠野事務長

・水産資源保護協会 矢野さん

・イオン株式会社

・南三陸町漁協 戸倉出張所



調査によってわかったこと

養殖における感染症蔓延の要因としてわかったこと

❏ 種苗の移動

異なる地域・海外からの種苗が病原体を持ち込むことが多い

❏ 診断技術の低下

魚病専門の獣医の育成体制は不十分

❏ 情報共有の遅さ

情報共有のフローが整備されていない、利害関係による情報の遅れなど

❏ 小規模事業者の余裕のなさ

高齢化の問題と相まって、体力的・資金的に余裕がない事業者が多い

一方で、ニッスイ・マルハニチロなどの大きな資本で行う養殖現場においては、このような問題に対処

ができていた。



マリンバイオセキュリティを徹底するには

・診断技術の低下

・種苗の移動

・小規模事業者の余裕のなさ

・情報共有の遅さ

法律や条例を変更する
❏ 魚病専門の獣医や専門家配属の義務化
❏ 職員配属期間の延長
❏ 種苗輸入の規制の強化

法律や条例を変更し、さらに大きな枠組みでの養殖
を行うことで、諸問題を解決可能だと考える

現在養殖業が抱える課題 解決案

規模の大きな養殖
❏ 種苗生産から育成・漁獲までの管理の徹底化
❏ 資本の巨大化、予算・投資額の増加
❏ 情報共有を行う規制・ルールの制定



大きな枠組みでの養殖

中間発表では..

「大企業による、種苗生産から漁獲までの

一括した養殖によって諸問題を解決する」

企業化による防疫上の利点

❏ 感染経路の減少
❏ 一貫した生産・出荷
❏ 基礎体力の高さ
❏ 技術の確保・継承
❏ 情報フローの簡略化 チリをはじめ一部の国では、大きな資本によって

一括した形で防疫に取り組んでいる。

海外での具体例



海外の養殖モデルによる魚病対策のメリット

ISA crisis (2007~2009)

ISA crisis：2007~2009にチリで起こった大西洋サケの大量死

原因：Infectious salmon anemia（ウイルス病）、海外から侵入（初報告は1984ノルウェー）

大企業と国の協調と
強力な規制による
Ｖ字回復



大きな枠組みでの養殖

中間発表では..

「大企業による、種苗生産から漁獲までの

一括した養殖によって諸問題を解決する」

企業化による防疫上の利点

❏ 感染経路の減少
❏ 一貫した生産・出荷
❏ 基礎体力の高さ
❏ 技術の確保・継承
❏ 情報フローの簡略化

「中小企業の排除、大企

業の寡占」は、はたして

望ましい社会か？

水産業の振興にとって、

防疫が唯一絶対の目標で

はないのでは？

規模の経済が小さい養殖業

に、新規に参入する企業は

あるだろうか？

既存の地方企業がやってい

る活動を大企業に置き換え

るのは、地方にとって望ま

しくないのでは？

我々の意見
・SDGsと同じく、マリンバイオセキュリティは未来
のために達成しなければならない課題
・日本の養殖業の形態に合わせた形で「大きな枠組み
での養殖」を行う必要がある
→企業化以外の方法はないか？



提案

日本の現状に即した認証制度によって、

種苗生産から出荷までの養殖の各段階において一

定の安全性が担保された養殖

を目指すべきである



認証制度とは？

引用：https://www.amita-net.co.jp/solution-operation/certification/marine/

水産物をはじめとした食品に付加価値をつける仕組み

・認証をとるためには、環境の配慮を主とした一定のルールがある

・認証をとることで環境への配慮と、食品の安全・高品質を証明できる

・COC認証によって、加工・流通過程での品質を証明する

→生産者と消費者を結びつけることができる



認証制度を利用したマリンバイオセキュリティの実現

種苗生産

種苗生産から育成・漁獲までをつなげる
→「大きな枠組みでの養殖」が可能に
→ COC認証とあわせて、適切に防疫がされた養殖による製品を消費者が選べるようになる

育成・漁獲

日本の多くの養殖業は種苗生産と養殖は別の業者が行っている

引用：https://www.amita-net.co.jp/solution-operation/certification/marine/



認証制度が担保するマリンバイオセキュリティ

❏ 種苗生産から育成・漁獲までの管理の徹底化

❏ 情報共有を行う規制・ルールの制定

❏ 養殖場のモニタリング

❏ 避難漁場の設置

❏ 魚病専門の獣医師による診断体制の整備

❏ 餌の安全性

❏ （内水面での場合）殺菌水の利用および、利用後の殺菌処理



海外の認証制度を日本にそのまま導入できるか

日本では、大企業では認証の取得が進む一方で、中小企業や地方の漁業者では認

証制度は浸透しておらず取得は進んでいない

→海外の認証制度をそのまま日本の漁業現場へ浸透させることは難しい

● 認証費用の問題

● 海外と日本の漁業形態が大幅に異なることによる、適用条件の厳しさ

● 認証制度取得に対するインセンティブの欠如



認証制度の浸透のためには

日本の各漁業者・認証団体双方の歩み寄りが重要

漁業者：法人漁業化による緩やかな集合体の構築

認証団体：日本の現状に沿った認証制度の整備

（例：同じ漁場・手法なら、複数事業者を対象に一度に認証付与）

認証取得にかかる費用の圧縮
日本の現状に即した認証の提供による、認証制度の浸透



認証を採用した新たな養殖モデルの提案

日本の養殖は対象としている魚種が非常に多く、古くから小さな

資本で養殖を行っている。

そこで漁協で取得できるような認証を作成し、漁協に参入し養殖
を行うためには認証のルールにのっとり生産していくべきでは

（小さな資本）

海外でのモデル

日本で認証を採用する際のモデル

日本の現状に即した
認証制度



認証制度を利用した養殖の実例とメリット

ASCの漁業認証取得後に報告された変化の例

❏ 生産密度の見直し飼育時期の短縮

❏ 品質向上に伴う価格の向上

❏ 生産者の意識・モラルの向上

❏ 研究機関との連携

❏ 労働条件の向上と労働時間の短縮

❏ 若い世代が生産現場に増加

宮城県漁業協同組合によるカキ養殖

2016にASC認証を日本ではじめて取得した

引用：https://toguraquest.com/

認証制度がさらに広まることにより、今後期待される経済的メリット

● 国内や海外の取引先を開拓しやすい

→認証によるSDGs等への取り組みや安心感を訴求することで、さらに販路が拡大

南三陸戸倉では漁業共同経営体を構築し、複数の養殖業者が共同で認証を取得



認証制度を利用した養殖の実例とメリット

魚の移動の制限

駆除を目指したルールの作成

ワクチン接種

養殖場（飼養数）の削減

監視の改善と診断能力の向上

・底材と水質の条件

・魚粉の組成

・養殖場備品の適切な
保管と処分

環境

・動物福祉及び健康

・逃亡の防止

・捕食者と野生生物の相互作

用

・疾病の管理

・疾病の情報共有体制

・食品安全上の管理

・記録保存の要件

バイオセキュリティー

認証制度により、大企業や国による厳しい規制によらない魚病対策が可能になる



まとめ

・日本の養殖業におけるマリンバイオセキュリティを実現する上では、法改

正とともに「大きな枠組みでの養殖」を行うことが重要といえる

・養殖の大企業化や認証を利用することで、種苗生産から出荷までを一括し

た「大きな枠組みでの養殖」が実現可能である

・日本の養殖にあった認証制度を作り、漁協単位でそれに加盟することによ

って、日本の養殖事業の形態を維持したまま、防疫上の諸問題を克服するこ

とが可能だと考える
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補足資料



世界の養殖業



ASC認証の実例



どのようにスタートするか？

イオンの認証担当者との話し合いから..

・イオンとASCで新しい認証を作っていく話もあるという

・小売主導で行う

・投資によって資金が集まる











水産防疫における難しさと現状

・宿主転換による新興感染症の頻発、宿主が小型で

運搬が容易

→天然集団にまん延し、天然集団と養殖集団の間に

おける感染が成立

・貝類（獲得免疫欠如、二枚貝はプランクトン食

性）

→ワクチン開発不可能、薬剤開発が困難

・治療法・予防法の開発の時間と労力が必要

・天然集団の感染症は根絶はコントロール不能・永

続的な影響

→天然資源の減少、生態系・種の多様性への影響も

大きい

・生きた水産物の輸入を始めた歴史は浅い

→海外からの輸入による感染症の概念が水産物では定着して

いなかった

・家畜伝染病予防法には水産物は載っていない他、植物や家

畜とほど規制が厳しくない

水生動物の感染症の特

徴

グローバル化に対応し、持続的な利用や環境配慮するた

めにも、マリンバイオセキュリティの意識を浸透させる

必要がある



認証制度に必要な項目 -海外を参考に- ③

底材と水質の条件

魚粉の組成

養殖場備品の適切な保管と処分

バイオセキュリティー
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